
88　文部科学白書 2009

第2部 文教・科学技術施策の動向と展開

2 地域の教育力の向上に向けた取組
（1） 地域の教育力の向上
　社会がますます複雑多様化し，子どもを取り巻く環境も大きく変化する中で，学校が様々な課題を
抱えているとともに，地域の教育力が低下し，学校に過剰な役割が求められています。このような状
況の中で，これからの教育は，学校だけが役割と責任を負うのではなく，これまで以上に地域ぐるみ
で子どもを育てる体制を整えていくことが不可欠となっています。

（2） 学校支援を通した地域のコミュニティづくり
　文部科学省では，平成 20 年度から授業の補助，読み聞かせや環境整備，登下校パトロールなどに
ついて，地域住民がボランティアとしてサポートする「学校支援地域本部事業」を実施しています。本
事業の実施により，よりきめ細やかな教育など，学校教育の一層の充実が図られるとともに，地域住
民の生きがいづくりなど生涯学習社会の実現に資するほか，地域の活性化にもつながるといった効果
が期待できます。
　平成 20 年度は，867 市町村で 2,176 カ所，21 年度は 1,006 市町村で 2,402 カ所の学校支援地域本部
が設置され，学校や地域の実情に応じ様々な活動が行われ，地域ぐるみで子どもを育てる体制が整え
られています。

（3） 子どもの安全・安心な居場所づくりの支援
　平成 19 年度より始まった「放課後子どもプラン」は，地域社会の中で，放課後や週末などに子ども
たちが安全で安心して，健やかにはぐくまれるよう，文部科学省の「放課後子ども教室推進事業」と厚
生労働省の「放課後児童健全育成事業」を一体的あるいは連携して実施する総合的な放課後対策です。

4
No.

山梨県内の大学生による地域活性化・地域貢献プロジェクト
（やまなしの翼プロジェクト）

キャラバン隊による紙芝居，
クイズの実演

「早寝早起き朝ごはん」
Ｑ＆Ａパネルを学校へ提供

　山梨県では，大学生が自ら食育の重要性を学ぶとともに，その成
果を社会に対して還元する目的から，全国で進められている「早寝
早起き朝ごはん」運動に賛同し，小学生を対象としたキャラバン隊
を組織して，「早寝，早起き，朝ごはん」の普及に取り組んでいます。
　甲州市立奥野田小学校で行われた食育集会への訪問では，県教育
委員会の指導主事と小学校に配置されている栄養教諭のアドバイス
を得ながら，やなせたかし氏製作の「早寝早起き朝ごはん」に関す
る紙芝居やクイズの実演を行いました。
　会場は，約300名の児童や保護者が集まる体育館のため，中央で
はスクリーンに映し出しながら，両わきでは実物大の紙芝居を見せ
るなど臨場感が得られるように配慮しました。また，紙芝居に合わ
せた効果音や，「早寝早起き朝ごはん」テーマソングを流しながらの
入退場など工夫しました。
　終了後には，児童は教室で感想文を書き，また，当日行われた内
容が盛り込まれた給食だよりが全家庭に配られるなど，キャラバン
隊訪問後の指導も学校として行われました。



第
1
章

生
涯
学
習
社
会
の
実
現
と
教
育
政
策
の
総
合
的
推
進

文部科学白書 2009　89

　このうち，文部科学省の「放課後子ども教室推進事業」は，市町村が主体となり，安全・安心な子ど
もの活動拠点（居場所）を設け，学習やスポーツ，文化芸術活動，地域の方との交流活動などの機会を
子どもたちに提供することを中心に実施するもので，平成 20 年度は全国約 7,700 カ所，21 年度は約
8,700 カ所で実施されており，地域ぐるみで子どもたちを健やかにはぐくむ取組が全国に着実に広が
ってきています。
　本事業の実施に当たっては，地域や学校などとの連絡調整や活動プログラムの企画などを行うコー
ディネーターや，子どもたちの安全管理を図る安全管理員，子どもたちの学習をサポートする学習ア
ドバイザーなど，様々な役割を担う方々が必要とされます。全国各地域で，PTA関係者，退職教員，
大学生，青少年・社会教育団体やNPO関係者など，様々な方々の協力を得て，充実した取組が行わ
れています。
　平成 19 年度に文部科学省が行った調査によると，放課後子ども教室に参加した大人は，地域の子
どもたち，あるいは活動に対する意識・関心が高まり，子ども自身も学
校に行くことが楽しくなったり，違う学年の子どもと遊ぶようになった，
地域の大人とあいさつしたり話をするようになったなど，事業を通して，
大人，子ども双方に良い影響が生まれていることが分かりました。
　「放課後子ども教室」を通して，地域ぐるみで子どもたちを健やかには
ぐくむ取組が全国に広がるよう，今後も支援を行っていきます。
　（各地域の取組については参照：http://www.houkago-plan.go.jp）

（4） ボランティア活動を通じた地域のきずなづくり
　近年の都市化や過疎化の進行，地域における人間関係の希薄化などによる地域の教育力の低下が指
摘される中，文部科学省は，子どもたちを含む幅広い年代において豊かな社会性や人間性を身に付け
るため，ボランティア活動・体験活動の機会の充実に向けた取組を進めています。
　平成 21 年度には，各地域のボランティア活動支援センターにおける活動希望者と活動の受け入れ
先との効果的なマッチング方法や関係団体・機関との連携，支援センターの運営などに関する調査研
究を実施し，青少年から高齢者まであらゆる世代がボランティア活動を通して地域社会へ参画するこ
とを支援しました。
　このような事業を通して，地域社会におけるボランティア活動を促進し，また，地域活動を活発に
することによって，世代を越えた地域住民の交流が生まれ，子どもたちの豊かな成長や地域の教育力
の向上につながることが期待されます。

3 青少年の健全育成の推進
　これまで政府は，青少年育成推進本部において，青少年の育成に関する政府の基本理念と青少年育
成施策の中長期的な方向性を示す「青少年育成施策大綱」を策定し，青少年の健全育成の推進に取り組
んできました。
　平成 21 年７月には，子ども・若者育成支援施策の総合的推進のための枠組み整備，社会的生活を
円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を地域において支援するためのネットワーク整備を目的
とする「子ども・若者育成支援推進法」が成立しました。今後は，同法に基づき子ども・若者の育成支
援施策の推進を図るための大綱を策定していきます。

（1） 青少年の体験活動の推進
　自然体験の機会が多い子どもは自律性，積極性，協調性が身についている者が多いことが指摘され
ており，「教育振興基本計画」では，特に重点的に取り組むべき事項の一つとして，豊かな心と健やか

山形県鶴岡市『上郷放課後子ども教室』
「草苗づくり」の活動風景

http://www.houkago-plan.go.jp
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図表2-1-8 国立青少年教育施設（28施設）

国立阿蘇青少年交流の家
（熊本県阿蘇市）

国立妙高青少年自然の家
（新潟県妙高市）

国立大隅青少年自然の家
（鹿児島県鹿屋市）

国立立山青少年自然の家
（富山県中新川郡立山町）

国立諫早青少年自然の家
（長崎県諫早市）

国立吉備青少年自然の家
（岡山県加賀郡吉備中央町）

国立室戸青少年自然の家
（高知県室戸市）

国立曽爾青少年自然の家
（奈良県宇陀郡曽爾村）

国立若狭湾青少年自然の家
（福井県小浜市） 国立花山青少年自然の家

（宮城県栗原市）

国立那須甲子青少年自然の家
（福島県西白河郡西郷村）

国立日高青少年自然の家
（北海道沙流郡日高町）

国立夜須高原青少年自然の家
（福岡県朝倉郡筑前町）

国立山口徳地青少年自然の家
（山口県山口市）

国立信州高遠青少年自然の家
（長野県伊那市）

国立岩手山青少年交流の家
（岩手県岩手郡滝沢村）

国立磐梯青少年交流の家
（福島県耶麻郡猪苗代町）

国立江田島青少年交流の家
（広島県江田島市）

国立三瓶青少年交流の家
（島根県大田市） 国立能登青少年交流の家

（石川県羽咋市）

国立大洲青少年交流の家
（愛媛県大洲市）

国立淡路青少年交流の家
（兵庫県南あわじ市）

国立中央青少年交流の家
（静岡県御殿場市）

国立赤城青少年交流の家
（群馬県前橋市）

国立大雪青少年交流の家
（北海道上川郡美瑛町）

国立沖縄青少年交流の家
（沖縄県島尻郡渡嘉敷村）

※法人本部
国立オリンピック記念青少年総合センター
（東京都渋谷区）

青少年自然の家

青少年交流の家

オリンピック記念青少年総合センター
…14施設
…13施設

28施設

国立乗鞍青少年交流の家
（岐阜県高山市）

な体の育成のために「体験活動等の推進」を掲げています。
　児童生徒の豊かな人間性を育

はぐく

むため，文部科学省では，「豊かな体験活動推進事業」において，自然
の中での宿泊体験活動など体験活動の推進を図っています。
　平成 20 年度からは農林水産省，総務省と連携して「子ども農山漁村交流プロジェクト」を実施し，
小学生の農山漁村での民泊を取り入れた自然体験活動などを推進しています。
　さらに自然体験活動をより効果的に行うための指導者の養成などに取り組むとともに，ひきこもり，
ニート，不登校など自立に支援を要する青少年の体験活動や関係省庁との連携による地域ネットワー
ク型体験活動など，青少年の様々な課題に対応した体験活動を推進しています。

（2） 国立青少年教育振興機構を中心とした体験活動の振興
①青少年教育施設における体験活動の推進
　青少年教育施設は，体験活動を中心とする様々な教育プログラムの実施や，青少年が行う自主的
な活動の支援などにより，健全な青少年の育成や青少年教育の振興を図ることを主たる目的として

設置された施設です。
　国立青少年教育振興機構は，国立青少年教育施設（全国 28 施設）を
通じて青少年を対象とした総合的・体系的な体験活動などの機会を
提供しており，平成 21 年度は約 486 万人の方に利用されています。
また，利用団体の研修に対する教育的な指導，助言や青少年教育に
関する調査研究などを実施し，それらの成果を全国約 500 の公立
青少年教育施設や関係団体などへ普及しています。（参照：http://
www.niye.go.jp/）

沙流川でラフティング体験
（国立日高青少年自然の家）

②子どもゆめ基金
　未来を担う夢を持った子どもの健全育成を進めるため，国立青少年教育振興機構に設置されてい

http://www.niye.go.jp/
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る「子どもゆめ基金」により民間団体への助成を行っています。具体的には民間の団体が行う青少年
教育に関する活動のうち，（ア）子どもの体験活動の振興を図る活動，（イ）子どもの読書活動の振興
を図る活動，（ウ）子ども向けソフト教材を開発・普及する活動を助成の対象としています。平成
21 年度は 2,218 団体に助成を行いました（参照：http://yumekikin.niye.go.jp/）。

（3） 非行などの問題を抱える青少年の立ち直り支援の推進
　非行少年が地域社会で立ち直り，再び犯罪を犯さないようにするために，関係機関が連携して立ち
直り支援のための取組を行うことは重要です。文部科学省では，青少年に新たな社会活動に参加する
機会を提供するため，関係機関が連携して活動の場を開拓する取組や地域社会全体で青少年の立ち直
りを支援する体制づくりを行う事業を実施しています。
　また，平成 21 年度は，青少年問題に対する諸外国の取組事例の紹介などを行う青少年指導者養成
国際研修を開催するとともに，地域における課題を中心としたブロック別の研修会を４地域で開催し
ました。

4 青少年を有害環境から守るための取組の推進
　青少年を取り巻く社会環境は，発達途上にある青少年の人格形成に様々な影響を及ぼします。とり
わけ書籍，雑誌，テレビ，インターネットなどの各種メディア上の性的な内容や，非常に暴力的な表
現などが，青少年に悪影響を及ぼすことが憂慮されています。
　特に近年，子どもたちの携帯電話利用が進展するなか，携帯電話依存による生活習慣の乱れや，イ
ンターネット上の違法・有害情報サイトのトラブルに子どもたちが巻き込まれるケースが多発してお
り，深刻な問題となっています。
　文部科学省では，青少年を有害環境から守るための各種取組を推進しています（参照：第９章第２節）。

第 3 節  国民一人一人の生涯を通じた学習の支援
　「生涯学習」とは，一般には人々が生涯に行うあらゆる学習，すなわち，学校教育，家庭教育，社会
教育，文化活動，スポーツ活動，レクリエーション活動，ボランティア活動，企業内教育，趣味など様々
な場や機会において行う学習の意味で用いられます。また，人々が，生涯のいつでも，自由に学習機
会を選択し学ぶことができ，その成果が適切に評価される社会として「生涯学習社会」という言葉も用
いられます。
　近年，人々の学習需要が高まり，またその内容が多様化・高度化するのに対応して，生涯学習が担
う役割は，ますますその重要性を増しています。文部科学省では，国民一人一人が生涯を通して学ぶ
ことのできる環境の整備，多様な学習機会の提供，学習した成果が適切に評価されるための仕組みづ
くりなど，「生涯学習社会」の実現のための取組を進めています。

1 生涯学習に関する普及・啓発
　生涯学習の振興を図るためには，生涯を通じて学習することの意義について国民の理解を深め，自
ら学ぶ意欲を喚起するための普及・啓発が重要です。こうした普及・啓発の一環として，文部科学省
は，地方公共団体との共催により，生涯学習に関する各種イベントや学習成果の発表，講演会などを
集中的に実施する「全国生涯学習フェスティバル」を平成元年から毎年開催しています。21 年度には，
10 月 30 日から 11 月３日までの５日間にわたり，埼玉県で第 21 回全国生涯学習フェスティバル「まな
びピア埼玉 2009」が開催されました。今大会には 224 万人近くが来場し，参加者アンケートでも 79％

http://yumekikin.niye.go.jp/
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図表2-1-9 放送大学在学者数の推移

（出典）放送大学学園調べ
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（各年度第２学期）単位：人

が生涯学習フェスティバルをきっかけに「生涯学習に取り組もうと思った」と答えるなど，本取組によ
り自ら学ぶ意欲が喚起されている様子が見られます。さらに，これまでの開催県単位で独自のイベン
トが継続して開催されるなど，生涯学習フェスティバルは，生涯学習の普及・啓発において大きな成
果を上げています。

2 多様な学習機会の提供
（1） 放送大学の充実・整備
①生涯学習の中核的機関
　放送大学は，テレビ・ラジオなどの放送メディアを効果的に活用して大学教育の機会を幅広く国
民に提供することを目的として昭和 58 年に創設され，60 年４月から学生の受入れを行っています。
平成 21 年度第２学期においては全国で約８万４千人が学んでおり，これまでに約６万人が卒業し
ています。放送大学で学んだ学生は，社会人を中心に 15 歳から 90 歳代までと幅広く，その数は延
べ約 120 万人に及んでおり，我が国の生涯学習の中核的機関として大きな役割を果たしています（図
表2-1-9）。
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　放送大学には，国民の多様化・高度化する学習需要にこたえるために，教養学部が設置されてい
ます。ここでは，豊かな教養を培うとともに実生活に即した専門的学習を深められるよう，約 300
の授業科目を開設し，既存の学問分野にとらわれない形で，教養学科の下に「生活と福祉」，「心理
と教育」，「社会と産業」，「人間と文化」，「自然と環境」の５コースが設けられています。
　平成 13 年４月には高度専門職業人養成などを目指した大学院文化科学研究科を開設し，14 年４
月から修士課程の学生の受入れを行っています。ここでは，社会的要請に応じた「生活健康科学」，
「人間発達科学」，「臨床心理学」，「社会経営科学」，「文化情報学」，「自然環境科学」の６つのプログ
ラムが設けられています。
　また，特定分野の授業科目群を設定し，学位以外の履修証明を与える「放送大学エキスパート（科
目群履修認証制度）」を平成 18 年度から実施しています。また，専修免許状や特別支援学校教諭免
許状などの取得に活用できる教育関係の科目を多数開設するなど，教員の資質向上に向けても精力
的に取り組んでいます。
　このほか，遠隔教育による大学教育は，諸外国においても放送やインターネットなどを活用し
て行われており，大学間の人的交流など，国際的な連携・交流が広がりつつあります。11 月には，
文部科学省，さいたま市および放送大学の主催により「世界公開大学学長シンポジウム in さいたま」
を開催し，世界 10 カ国の遠隔教育を行う大学の関係者が，今後の生涯学習社会の構築に果たす役
割について情報交換等を行いました。

②学習環境の充実・整備
　放送大学の講義は衛星放送で放送され，日本全国どこでも，講義を受けることができるようにな
っています。さらに，放送授業番組の再視聴施設や図書室などを備え，面接授業を行う「学習セン
ター」，「サテライトスペース」を全都道府県に設置し，仕事や家事で視聴時間を確保することが難
しい学生の学習を支援しています。
　なお，地上テレビ放送については，電波の利用効率の向上などのために平成 23 年７月 24 日まで
に現在のアナログ放送からデジタル放送に移行することとなっており，放送大学では，18 年 12 月
から関東地域１都６県を対象に，地上デジタル放送を開始しました。これにより，マルチ編成放送，
データ放送，字幕放送，EPG（電子番組）など，デジタル化のメリットを活

い

かしたサービスの向上，
制作番組の有効活用などが可能となりました。
　また，平成 21 年４月のメディア教育開発センター解散に伴い，放送大学において，これまで同
センターが開発してきたメディアを活用した効果的な教育手法等の有効活用を図ることにより，大
学教育における ICTを活用した教育の質向上にも取り組んでいくこととしています。
　さらに，大学教育における学習環境の充実を図るため，平成 23 年 10 月から BSデジタル放送を
予定しており，生涯学習の中核的機関として，より一層のユニバーサルアクセスの推進を目指して
います。

（2） 専修学校教育の振興
　専修学校は，学校教育法において「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し，又は教養の向上
を図る」ことを目的とする学校であるとされ，実践的な職業教育，専門的な技術教育などを行う教育
機関として，大きな役割を果たしています（平成 21 年５月現在，学校数 3,348 校，生徒数 62 万 4,875
人）。専修学校は，入学資格の違いにより，高等学校卒業程度を入学資格とする「専門課程」（専門学校），
中学校卒業程度を入学資格とする「高等課程」（高等専修学校），入学資格を問わない「一般課程」の三
つの課程に分かれています。
　文部科学省では，専修学校教育の振興策として，社会的要請の高い課題に対応するための教育方法
などの重点的な研究開発，留学生の日本での就職・生活を支援する事業などを実施するとともに，高
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校生などに対する多様な職業体験の機会の提供，専修学校の職業教育機能を活用した，若者・社会人・
女性などの就職困難者に対する就業能力の向上を支援する学習機会の提供などの推進に取り組んでい
ます。

（3） 文部科学省認定社会通信教育
　文部科学省では，学校法人や公益法人の行う通信教育のうち，社会教育上奨励すべきものについて
認定を行い，その普及・奨励を図っています。平成 22 年２月末現在，文部科学省認定社会通信教育は，
29 団体 119 課程であり，20 年における１年間の延べ受講者数は約８万３千人となっています。

（4） 民間教育事業者，NPOとの連携等
　民間教育事業者やNPOなどの民間団体は，「新しい公共」の担い手として，国民の多様な活動を支
える上で大きな役割を果たしており，今後その役割はますます重要なものになると考えられます。
　文部科学省では，これらの団体との連携を更に強化しつつ，生涯学習に関する活動を推進していく
ため，平成 20 年度から「NPOを核とした生涯学習活性化プロジェクト」を実施するなど，NPOをはじ
めとした民間団体のネットワーク形成や，担い手となる人材育成に関する取組を支援するための施策
を展開することにより，ますます多様化・高度化する住民の学習ニーズに対応します。

3 社会教育の充実・活性化
（1） 新しい時代の社会教育
　人々の学習需要が高まり，その内容がますます多様化・高度化するのに対応して，教育委員会や社
会教育施設などの主催する事業は，ますますその重要性を増しています。教育基本法の改正を受け，
平成 20 年６月に「社会教育法」などの改正が行われましたが，文部科学省では，引き続き生涯学習社
会の実現に向けて，社会教育の振興を図ります。

（2） 人々の学習活動を支援する専門的職員の充実
①専門的職員の現状
　社会教育における専門的職員として，教育委員会に置かれている社会教育主事や，各社会教育施
設に置かれている公民館主事，司書（図書館），学芸員（博物館），社会教育委員，社会教育指導員な
どが挙げられます。特に，社会教育主事は，都道府県や市町村の社会教育行政の中核として，地域
の社会教育行政の企画・実施や専門的技術的な助言と指導に当たることを通し，人々の自発的な学
習活動を援助する役割を果たしています。また，近年では，社会教育関係者や地域の人材等の連携
の調整を行うコーディネーターとしての役割も求められています。

②専門的職員の養成と研修など
　文部科学省では，現職の社会教育主事，司書，学芸員などに対して，地域における社会教育に関
する課題や地域のニーズに対応した実践的な研修を実施することにより，専門的職員としての資質
の向上に努めています。また，社会の状況に対応し，地域住民の高度化・多様化する学習ニーズに
対応できる社会教育主事や司書を養成するため，大学などに委嘱し，資格を付与する社会教育主事
講習や司書講習を実施しています。
　また，社会教育委員については，平成 20 年６月の「社会教育法」などの改正において，地方公共
団体が社会教育関係団体に補助金を交付する際に事前に意見を聴取すべき機関は，社会教育委員を
置いていない場合は，社会教育に関する補助金の交付について調査審議する審議会などに代えるこ
とができることとする改正が行われました。しかし，本条の改正後も社会教育委員の役割の重要性
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図表2-1-10 公民館数等の推移

（注）学級・講座数については，調査年度の前年度の数である。
（出典）文部科学省「社会教育調査」
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は変わりません。文部科学省では，引き続き各地方公共団体において社会教育に関する諸計画の立
案や青少年教育に関する助言，指導など社会教育委員の積極的な活動が展開されるよう，必要な情
報提供などに努めていきます。

（3） 地域の学習拠点の整備・形成・運営
①公民館
　公民館は，地域住民にとって最も身近な学習拠点であるだけでなく，交流の場として重要な役
割を果たしています。平成 20 年 10 月現在，公民館は全国に１万 5,943 館設置され，住民の学習
ニーズや地域の実情に応じた学級・講座の開設など様々な学習機会の提供を行っています（図表
2-1-10，図表2-1-11）。
　また，平成 20 年７月に策定された「教育振興基本計画」では，公民館をはじめとする社会教育施
設について「地域が抱える様々な教育課題への対応や社会の要請が高い分野の学習など地域におけ
る学習の拠点，さらには人づくり・まちづくりの拠点として機能するよう促す」こととされており，
関係機関や団体とのネットワークを構築しながら，新たな課題やニーズに応じた活動を展開し，地
域の拠点としての役割をより一層果たすことが公民館に期待されています。
　文部科学省では，関係省庁と連携した講師派遣の取組や社会の要請が高い学習機会の提供の推進，
公民館職員の資質向上を図るための研修の実施などに取り組むことを通じ，公民館活動の充実に努
めています。
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②図書館
　図書館は，住民の身近にあって人々の学習に必要な図書や様々な情報を収集・整理・提供する
社会教育施設です。平成 20 年 10 月現在の図書館数は，公立図書館が 3,140 館，私立図書館が 25
館となっており，図書館数，図書の貸出冊数，利用者数は，近年着実な伸びを示しています（図表
2-1-12）。
　平成 20 年６月の「図書館法」改正を受けて，これからの図書館の在り方検討協力者会議では，「司
書資格取得のために大学において履修すべき図書館に関する科目の在り方について」（平成 21 年２
月）を取りまとめました。文部科学省ではこの提言などを踏まえ，新しい科目・単位数については，
21 年４月に「図書館法施行規則」の改正を行いました（24 年４月１日施行）。この改正では，図書館

図表2-1-11 学級・講座数の実施状況

（出典）文部科学省「社会教育調査」
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公民館と地域の若者が企画する子どもの体験活動
（千葉県君津市清和公民館）
　清和公民館では，地域の20代の方が中心に参加する，「若
者ボランティア養成講座」を年間を通して実施しています。
また，毎年夏休みには，「清和は遊びの舞台（ステージ）だ！」
をテーマに，この講座の参加者が中心的なスタッフとなって
企画・運営する「清和こどもプロジェクト」（参加：小4～
中1）を開催しています。このプロジェクトは，子どもが地
域への理解や愛着を深めると同時に，スタッフとして参加す
る若者が子どもとのふれあいを通して地域とのかかわりを深
めてほしいという願いをこめて実施しているものです。具体
的には，公民館の広場にテントを張った「村」をこどもの手
でつくり，野外炊飯や自然工作などを行いました。こうして，一つの取組を次の取組へとつなげていく
ことで，公民館講座での知識を実践的に活用していく仕組みづくりを進めています。

若者ボランティア講座“清和は学びの舞台だ”
（清和公民館）



第
1
章

生
涯
学
習
社
会
の
実
現
と
教
育
政
策
の
総
合
的
推
進

文部科学白書 2009　97

図表2-1-12 図書館数と貸出冊数などの推移

（注）貸出冊数，帯出者数については，調査年度の前年度の数である。
（出典）文部科学省「社会教育調査」
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を支える司書が，地域社会の課題や人々の情報要求に対して的確に対応し，より実践力を備えた質
の高い人材として育成されるよう，大学などにおける司書養成課程，司書講習における養成課程の
改善・充実を図ることとしています。また，図書館職員の資質向上に向けて，新任の図書館長を対
象とした研修や中堅の司書を対象とした研修の充実に努めています。
　さらに，「図書館法」改正により，「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の対象を私立図
書館に拡大すること，図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに地域住民などに対する情報提
供に努めることが新たに盛り込まれました。また，現行基準の施行から８年が経過し，その間の社
会の変化に対応する必要があることから，協力者会議において，「図書館の設置及び運営上の望ま
しい基準」の改正についての検討を行い，図書館振興施策の充実に取り組んでいます。

6
No.

つなげよう　ひろげよう　子どもが本と出会うまち
（北海道恵庭市立図書館）
　札幌市と新千歳空港のほぼ中間に位置する恵庭市は，読書コミュニ
ティのまちづくりに向け，ブックスタートで本と出会った乳児が成長す
るにしたがい，保育園や幼稚園，学校図書館などで豊かな心や自ら学ぶ
力を育てながら読書活動ができるよう，読書環境の整備を進めていま
す。就学前の読書習慣や聴く力，コミュニケーション力などの育成のた
め，乳幼児期から小中学校，高校の各年代で誰もが等しく読書に親しめ
るよう総合的・体系的に取り組んでいます。恵庭市立図書館は図書行政
の一元化を図るために学校図書館を所管し，乳幼児期の読書支援，小中
学校への司書の配置と学校図書費増額，学校図書館とのネットワーク化，配本システムによる全市的な
図書の共有利用，通年朝読書，ボランティアや教職員，上級生による読み聞かせの普及などにかかわ
り，子どもたちへの学習支援と読書支援を行っています。これら学校図書館などでの活発な取組によっ
て読書好きな子どもたちが増え，本を介した市民ボランティアの輪も年々広がりを見せています。読書
を通じたまちづくりは図書館を中心に行われ，家庭・地域・学校が一体となった読書活動が活発に展開
されています。

貸出しカウンターの様子
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③博物館
　博物館は，資料収集・保存，調査研究，展示，教育普及などの活動を一体的に行う施設であり，
平成 20 年 10 月現在，登録博物館が 907 館，博物館相当施設が 341 館，博物館と類似の事業を行う
施設が 4,527 館設置されています。
　文部科学省では，博物館の機能の高度化と人々の博物館活動への積極的な参画が図られるよう，
博物館評価の在り方やリスクマネージメントなどの様々な調査研究や，平成 21 年度より新たに「図
書館・博物館における地域の知の拠点推進事業」の一環として，館種を超えた多様な博物館がネッ
トワークを構築するためのモデル事業を実施しています。また，地域の学芸員を諸外国の博物館に
派遣し，先進的な展示・教育普及活動などの調査を行い，その研修成果を国の博物館行政に反映さ
せる在外派遣研修を実施しています。
　平成 20 年６月にはおよそ半世紀ぶりの見直しとなる博物館法の改正を行い，これからの博物館
の在り方に関する検討協力者会議において学芸員の養成に関する検討を進め，21 年２月に「学芸員
養成の充実方策について（第２次報告書）」を取りまとめました。文部科学省では同報告書の提言等
を考慮し，平成 21 年４月に博物館法施行規則の改正を行いました（24 年４月１日施行）。この改正
では，博物館を支える学芸員が人々の生涯学習の支援を含め博物館に期待されている諸機能を強化
し，国際的にも遜

そん

色
しょく

ない高い専門性と実践力を備えた質の高い人材として育成されるよう，大学
等における学芸員養成課程における養成科目の改善・充実を図ることとしております。
　国立科学博物館では，自然史，科学技術史に関する調査研究，標本資料の収集・保管とその継承
を進めるとともに，調査研究の成果や標本資料を生かして展示や学習支援活動を実施しています。
展示活動においては，「人類と自然の共存をめざして」をテーマに，最新の研究成果に基づいた展示
を行い，自然と人間が共存可能な未来を築くためにどうすればよいのかを考える機会を提供してい
ます。学習支援活動においては，様々な講座・観察会を実施するほかに，大学との連携にも力を入
れており，大学パートナーシップ事業＊1 の一環で，学生の常設展無料入館や，「国立科学博物館サ
イエンスコミュニケータ養成実践講座」などの講座を開設し，学生の科学リテラシー（科学技術に
関する基礎的な知識や能力）やサイエンスコミュニケーション（科学技術と一般社会との双方向的
な対話）能力の更なる向上に努めています。さらに，21 年度には，ICOM-ASPAC日本会議 2009＊ 2

を ICOM-ASPAC，日本博物館協会等と共催で開催し，アジア太平洋地域の博物館の交流・協力の
促進に努めました。

＊ 1 大学パートナーシップ事業
　国立科学博物館と大学等が連携し，学生の科学リテラシーやサイエンスコミュニケーション能力の向上等を目指す事業。平
成 21 年度は 53 校が入会（22 年１月１日現在）。
＊ 2 ICOM-ASPAC日本会議 2009
　国連のユネスコと協力関係を結んでいる国際的な博物館組織である ICOM（国際博物館会議）のアジア・太平洋地域の地域
組織である ICOM-ASPACの大会を「アジア太平洋地域における博物館の中核的な価値の再考と地域遺産」をメインテーマに
国立科学博物館で開催した。

7
No.

博物館における「生物多様性」に関する取組
（ひとはくの「シンクタンク機能」と「生涯学習支援」）
　兵庫県立人と自然の博物館（以下，ひとはく）では，「シンクタンク機能」と「生涯学習支援」の２つ
を博物館事業の柱としています。シンクタンク機能では，自然・環境に関する様々な県政課題（たとえば，
いきものと共生する県土づくり，里山管理や貴重な自然の保護・保全対策，外来生物対策，生物多様性
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（4） 社会教育関係団体の活動の振興
　社会変化の激しい今日においては，社会の要請が強い重要課題に関する教育（例えば，環境教育，
消費者教育，法教育など）は，学校教育における学習だけでは十分とは言えず，大人になってからも
継続して学ぶことが必要です。このような課題に対して，全国規模の調査研究や，シンポジウムなど
の研究会の実施，広報誌の発行を行うなど，この点で，社会教育関係団体は大きな役割を果たしており，
文部科学省ではその活動を振興していくための情報提供など様々な支援を行っています。

4 学習成果の評価・活用
（1） 高等学校卒業程度認定試験
　高等学校卒業程度認定試験は，高等学校を卒業していないなどの者に対し，高等学校卒業者と同程
度以上の学力があることを認定する試験です。この試験の合格者には，大学などへの入学資格が付与
されます。
　平成 21 年度における延べ出願者数は 33,461 人，受験者数は 29,967 人，合格者数は 10,712 人となっ
ています（図表 2-1-13）。また，出願者の約半数を高等学校中途退学者が占めていることからも，こ

ひょうご戦略策定など）に対して，各種委員会の委員として参画し専門性を活かした提案・提言を行っ
ています。生涯学習支援としては，年間に280回以上の「一般セミナー（申し込みが必要）」や800回を
超える「オープンセミナー（申し込み不要）」，約300回行っている来館団体向けの「特注セミナー」な
どで，様々な皆さん（小学生～大人）の生涯学習を支援させて
いただくとともに，これらを通して生物多様性の重要性につい
ての普及に努めています。また，児童・生徒が研究員と共に，
多様な生物が存在する熱帯雨林に行く，ボルネオジャングル体
験スクールなどを毎年開催しています。特に，国際生物多様性
年である2010年には，「ひとはく生物多様性大作戦！」と銘打っ
て, 様々な「生物多様性」を体験する，ツアーやセミナー，イベ
ントを行ったり，展示特別企画「ひょうごの生物多様性－瀬戸
内海VS日本海」を開催する予定です。

ひとはくが関わって発行された
「生物多様性」に関する冊子

図表2-1-13 高等学校卒業程度認定試験の出願者・受験者・合格者数

（出典）文部科学省調べ

※平成16年度までは大学入学資格検定の数値である。
※平成13年度から年２回試験を実施している。
※合格者は，全科目合格者であり，一部科目合格者を除く。
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の試験が，中途退学者などの再チャレンジの場となっていることが分かります（図表2-1-14）。
　試験合格者のおよそ半数は大学等へ進学していますが，この試験は，就職などの機会に学力を証明
する手段としても活用されています。文部科学省では，就職などの際にこの試験を活用した場合に，
採用試験や採用後の処遇において高等学校の卒業者と同等に扱われるように，パンフレットやポスタ
ーの配布などにより，制度の周知に努めています。

（2） 学校における単位認定
　高等学校においては，生徒の能力・適性，興味・関心などが多様化している実態を考慮し，選択の
幅を広げるという観点から，生徒の在学する高等学校での学習の成果に加えて，①大学，高等専門学校，
専修学校などにおける学修，②知識・技能審査の成果に係る学修，③ボランティア活動，就業体験活
動（インターンシップ），④高等学校卒業程度認定試験の合格科目に関する学修など，在学する高等学
校以外の場における学修の成果について，各高等学校の判断により，学校の単位として認定すること
が可能になっています。
　大学などにおいては，教育内容の充実に資するため，専門学校における大学教育相当の学修など大
学以外の教育施設などにおける学修について，当該大学などにおける単位として認定できることとし
ており，276 大学（全体の 38.4%（平成 19 年度））において活用されています。

（3） 大学評価・学位授与機構による学位授与
　大学・大学院の正規の課程を修了してはいないものの，大学・大学院を卒業又は修了した者と同等
以上の学力を有すると認められる者に対して，高等教育段階の様々な学習成果を評価し，学位を授与
しています。平成 20 年度においては，①短期大学，高等専門学校卒業者などが大学，専攻科におい
て更に一定の学習を行った場合に当たる者として 2,723 人に，②同機構の認定する教育施設の課程の
修了者に当たる者として 1,205 人に同機構から学位が授与されています。

（4） 準学士・短期大学士・専門士・高度専門士
①準学士・短期大学士
　高等専門学校卒業者には「準学士」の称号が付与されています。また，以前は短期大学卒業者には，
「準学士」の称号が付与されていましたが，平成 17 年７月の「学校教育法」の改正により，17 年 10
月以降の短期大学卒業者には，「短期大学士」の学位が授与されています。

②専門士・高度専門士
　専門学校修了者のうち，修業年限２年以上，総授業時数 1,700 時間以上などの要件を満たすと文
部科学大臣が認めた課程の修了者に対しては，「専門士」の称号が付与されます。平成 21 年度では，
7,324 学科（修業年限２年以上の専門学校の学科（7,481 学科）の 97.9%）の修了者に対し，専門士の称

図表2-1-14 出願者の最終学歴別の割合（平成21年度）

（出典）文部科学省調べ
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他高等専門学校
中途退学

定時制・通信制
高等学校在学

全日制
高等学校在学

高等学校中途退学中学校卒業
11.6％

（3,881 人）
53.2％

（17,790 人）
8.6％

（2,863 人）
21.0％

（7,021 人）

1.0％（328 人）
4.7％

（1,578 人）
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号が付与されています。
　また，修業年限４年以上で，総授業時数 3,400 時間以上などの要件を満たすと文部科学大臣が認
めた課程の修了者に対しては，「高度専門士」の称号が付与されます。平成22年２月現在，475学科（修
業年限４年以上の専門学校の学科（539学科）の80.1%）がその対象学科として認められています。「高
度専門士」の称号を付与できる課程の修了者には，同時に大学院への入学資格も与えられることに
なっています。

（5） 検定試験の質の確保
　現在，民間の検定試験には，全国規模で実施され年間の受検者数が 100 万人を超える検定や，専門
的な知識・技能を測るために特定の受検者を対象に実施される検定，各地域における文化活動や観光
産業などの活性化を目的とした検定など，その実施主体や目的，内容などにおいて多種多様なものが
存在しています。こうした検定試験によって測られる学習成果が適切に評価され，学校や職場，地域
社会などで活

い

かされるためには，検定試験の質を確保することが必要です。
　文部科学省では，民間事業者などが行う検定試験の評価に向けた主体的な取組を支援する方策につ
いて検討するため，検定試験の評価の在り方に関する有識者会議を開催するなど，検定試験の質を確
保する仕組みの構築に向けた取組を進めています。

第 4 節  現代的課題への対応
1 教育分野における少子化対策
（1） 最近の少子化対策の動向
　近年，我が国では少子化が急速に進行しています。厚生労働省の平成 20 年人口動態統計によると，
出生数は約 109 万人と前年より若干増加し，合計特殊出生率は 1.37 と３年連続で上昇しましたが，依
然として国民の希望する結婚や出産・子育てが実現したと仮定した出生率である 1.75 を大きく下回っ
ています。
　少子化の進行は，高齢者数の増加と生産年齢人口の減少という人口構造の変化を伴うものであり，
我が国の経済社会に大きな影響を与えることが懸念されています。
　これまで政府においては，平成 15 年に制定された「少子化社会対策基本法」や「次世代育成支援対策
推進法」，「少子化社会対策大綱」（平成 16 年閣議決定），「子ども・子育て応援プラン」（平成 16 年少
子化社会対策会議決定）などに基づいて少子化対策が推進されてきました。
　また，平成 22 年１月には新たな「少子化社会対策大綱」として「子ども・子育てビジョン」が策定さ
れました。

（2） 教育分野における少子化対策の取組
　天然資源に恵まれない我が国においては，人材こそが資源であり，少子化の進行は，社会や経済，
地域の持続可能性の基盤を揺るがすものです。また，子どもの数の減少は，子ども同士が切磋

さ

琢
たく

磨し，
社会性をはぐくみながら成長していくという機会を減少させ，自立してたくましい若者へと育ってい
くことをより困難にする可能性も指摘されており，子どもたちの教育面へも大きな影響を及ぼす重大
な課題です。そのため，子どもは「社会の宝」であるという考え方に基づき，次代を担うすべての子ど
もの教育機会を保障するなど，社会全体で子どもを育てる環境づくりに取り組む必要があります。
　さらに，各種世論調査によると，少子化対策としては，教育費負担の軽減，仕事と生活の調和の確保，
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地域で安心して子どもを育てることのできる環境づくりなどが求められております。
　こうしたことから，文部科学省においては，
①教育にかかる保護者の経済的負担の軽減
②認定こども園の設置促進や幼稚園における預かり保育・子育て支援の充実
③家庭教育に関する情報や学習機会の提供，相談体制の充実など，きめ細かな家庭教育支援
④ 「放課後子ども教室推進事業」（放課後子どもプラン）などによる子どもの安全・安心な居場所づ
くりの推進

などに取り組んでいます。

2 高齢社会への対応
　急速に進展する高齢化に対応し，今後，我が国が活力ある豊かな高齢社会へ円滑に移行していくた
めには，高齢者に適切な学習機会を提供するとともに，ボランティア活動など社会参加活動を促進す
ることが重要です。
　このため，高齢者が生きがいのある充実した生活を実現することができるよう，公民館をはじめと
する社会教育施設などを拠点として，高齢者の学習要求に応じた各種の学級・講座の開設や世代間交
流などの事業が実施されています。

3 人権教育の推進
　文部科学省では，憲法や教育基本法の精神にのっとり，学校教育や社会教育を通じて，人権尊重の
意識を高める教育の推進に努めています。
　平成 14 年３月 15 日には，「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき，人権教育啓発の
総合的かつ計画的な推進に関する施策の大網として，「人権教育・啓発に関する基本計画」が閣議決定
されました。同計画においては，人権の大切さを教育する取組や，重要な人権課題（女性，子ども，
障害者，高齢者，同和問題，アイヌの人々，外国人，HIV感染者等，犯罪被害者等，インターネット
による人権侵害など）に対する教育の取組について盛り込んでいます。
　社会教育分野では，生涯の各時期に応じ，各人の自発的意思に基づき，人権に関する学習ができる
よう，公民館などの社会教育施設を中心に学級・講座の開設や交流活動など人権に関する多様な学習
機会が提供されています。文部科学省では，社会教育における人権教育を一層推進するため，人権に
関する学習機会の充実方策などについての実践的な調査研究を行うとともに，その成果の普及を図る
「人権教育推進のための調査研究事業」を平成 16 年度から実施し，地方公共団体における人権教育の
取組に積極的な支援を行っています。

4 男女共同参画社会の形成に向けた学習活動の振興
（1） 男女共同参画社会の形成
　男女共同参画社会とは，男女が互いにその人権を尊重し，喜びも責任も分かち合える対等なパート
ナーとして様々な分野に参画し，その個性と能力を十分に発揮できる社会のことです。このような社
会の実現のためには，国民一人一人が男女共同参画や自立の意識を持つことが不可欠です。
　男女共同参画社会の実現は，21 世紀の我が国の最重要課題であり，平成 11 年６月に公布・施行さ
れた「男女共同参画社会基本法」や同法に基づき，17 年 12 月に閣議決定された「男女共同参画基本計画
（第２次）」により，各府省において総合的かつ計画的な取組が進められています。
　現行計画が平成 22 年までとなっていることから，「男女共同参画基本計画（第３次）」の策定に向け
ての審議が始まり，21 年には内閣府の男女共同参画会議を中心に，これまでの計画の進捗

ちょく

状況や今
後の課題などについて話し合われました。現在，第３次基本計画を実効性のあるものにするという観
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点から改定作業が進められており，22 年内に閣議決定されることになっています。

（2） 教育・研究分野における男女共同参画に関する取組
　文部科学省では，男女共同参画社会の形成に向けて，教育・学習が果たす役割が極めて大きいと認
識し，学校・家庭・地域などあらゆる分野において男女平等を推進する教育・学習の充実などを図っ
ています。
　学校教育においては，児童生徒の発達段階に応じて，男女の平等や相互の理解・協力について適切
に指導するとともに，男女が共に各人の生き方，能力，適性を考え，主体的に進路を選択する能力・
態度を身に付けられるよう，進路指導や就職指導に努めています。
　また，社会教育においては，男女が各人の個性と能力を十分に発揮し，社会のあらゆる分野に参画
していくための学習機会の充実を図っています。
　男女共同参画社会の実現のためには，女性が社会で活躍することが必要です。多様な選択肢の存在
や，ワーク・ライフ・バランスに関する情報を提供することにより，女性が自己の可能性やライフス
テージ別の自己イメージを若い時期から持てるよう，平成 21 年度は地域における女性のライフプラ
ンニング支援の体制整備を行うための事業を実施しました。
　また，子育てにより仕事を中断した女性が技術・知識の再習得や最新の知識・情報などを学習し，
職業能力を向上させるプログラムの提供を行いました。

（3） 女性教育施設における活動
　女性教育施設は，主に女性教育関係者や一般女性のための各種の研
修，交流，情報提供などの事業を行うとともに，女性団体などが行う
各種の女性教育活動の拠点として，女性の資質・能力の開発や知識・
技術の向上を図ることを主たる目的として設置された施設です。近年
は，仕事と家庭・地域活動の両立を支援するための様々な取組が展開
されており，男女共に利用できる施設となっています。
　国立女性教育会館（NWEC（ヌエック））は，我が国唯一の女性教育のナショナルセンターとして，
男女共同参画社会の形成の促進に資する女性教育の振興を担っています。
　事業としては，基幹的な女性教育指導者などに対する研修，喫緊の課題に係る調査研究，女性教育
に関する情報の収集・提供，国内外の女性教育関係者のネットワーク形成などのための交流の４つの
機能を柱として，全国の女性教育施設などと連携しながら活動しています。
　平成 21 年度は，毎年８月末に実施している「男女共同参画のための研究と実践の交流推進フォーラ
ム（NWECフォーラム）」において，これまで参加の少なかった大学などにも呼びかけ，多様な団体の
交流の促進を図りました。また，新たな取組としては，11 月に「男女共同参画交流特別週間（らんざん
交流ウィーク）」を開催し，女性団体・グループがこの期間に会館に集い，交流や情報交換ができる機
会を提供し，団体間のネットワークづくりを支援しました。さらに２月には，過去に会館の研修など
に参加した女性教育施設や女性団体・グループなどに対するフォローアップの場として「交流学習会
議」を開催し，地域での男女共同参画を推進するため，団体間の連携・協働の促進に向けた意見交換
を行うなどネットワークづくりを進め交流の充実を図りました。

5 児童虐待の防止
　近年，児童虐待の防止については，様々な施策の推進が図られていますが，痛ましい児童虐待は後
を絶たず，児童相談所への相談対応件数も平成 19 年度には４万件を超え，その後も毎年増加するなど，
児童虐待は依然として，早急に取り組むべき社会全体の課題となっています。

交流学習会議におけるグループワークの様子
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　このような状況の中，児童虐待の定義の拡大・明確化や早期発見を図るための通告義務の範囲の拡
大などを内容として，平成 16 年に「児童虐待の防止等に関する法律」が改正されました。さらに，19
年５月には，児童の安全確認などのための立入調査などの強化，保護者に対する面会，通信の制限の
強化などを内容とした改正が行われました。
　児童虐待は，その未然防止，早期発見・早期対応や虐待を受けた児童生徒の支援について，家庭・学校・
地域社会・関係機関が密接に連携する必要があります。そのため，文部科学省では，従前から都道府
県などを通じて，学校教育関係者や社会教育関係者に対して児童相談所への通告義務などについて周
知するほか，家庭教育支援などを行っています。
　また，平成 17 年度から 18 年度にかけて「学校等における児童虐待防止に向けた取組に関する調査研
究」を実施しました。具体的には，学校・教育委員会における全国的な児童虐待防止に関する実践事例
の収集・分析や，海外の児童虐待防止に向けた先進的取組に関する調査・分析を行い，18 年５月にそ
の成果を取りまとめました（参照：http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/06060513.
htm）。この調査研究の成果を考慮し，教職員向けの研修モデル・プログラムの検討を行い，虐待を
受けた子どもへの支援などについて教職員の対応スキルの向上を図るよう，研修教材を作成し，21 年
１月に配布しました。この研修教材については，学校現場においてより幅広い活用が図られるよう 21
年５月に CD-ROM化し，教育委員会に配付しています。
　さらに，養護教諭の児童虐待への対応の充実を図る一助とするため作成した「養護教諭のための児
童虐待対応の手引き」を平成 19 年 12 月に配布し，学校現場で活用されています。
　このほかにも，児童虐待の防止等のために必要な体制の整備に資するものとして，スクールソーシ
ャルワーカーやスクールカウンセラーなどの外部の専門家を活用した学校の教育・相談体制の充実を
図っています。
　また，平成 16 年度より 11 月が「児童虐待防止推進月間」と定められたことを受け，21 年度において
も厚生労働省をはじめとした関係機関と協力し，集中的な広報・啓発活動を実施しました。
　平成 22 年３月には，学校と市町村，児童相談所等の関係機関の連携が十分に機能していないとの
指摘を踏まえ，学校と児童相談所等との間の情報共有の仕組みについて基本的考えを取りまとめ，そ
の周知を図るとともに，学校・教育委員会等に対し，児童虐待の早期発見・早期対応，通告後の関係
機関との連携等を図る上での留意点について，改めて周知を図りました。

6 消費者教育の推進
　昨今，高齢者の消費者トラブルや，食の安全に関する問題など，国民の消費者問題への関心が高ま
っており，平成 21 年９月には消費者庁や消費者委員会が設置されるなど，消費者の利益の擁護や増
進を図る上で必要な環境の整備が進んでいます。
　その中でも，国民一人一人が自立した消費者として，安心して安全で豊かな消費生活を営むために，
消費者教育は重要な役割を担うものです。
　「消費者庁及び消費者委員会設置法」，「消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の
整備に関する法律」及び「消費者安全法」の審議においては，消費者教育の重要性が指摘され，消費者
安全法に，国及び地方公共団体は，消費生活に関する教育活動に努めなければならないことが規定さ
れました。また，衆・参両議院の附帯決議においても，学校教育，社会教育における施策をはじめと
したあらゆる機会を活用しながら，全国における一層の推進体制の強化を図ることが決議されました。
　さらに，平成 22 年３月には新たな「消費者基本計画」が策定され，消費者政策の基本的方向において，
消費者に対する啓発活動の推進と消費生活に関する教育の充実に関する必要な施策が盛り込まれるな
ど，引き続き消費者教育が重要な施策として位置付けられています。
　文部科学省では，20 年３月に小・中学校学習指導要領，21 年３月に高等学校学習指導要領を改訂し，

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/06060513.htm
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例えば，中学校の技術・家庭科において，消費者の基本的な権利と責任について指導することとする
など，消費者教育に関する内容の充実を図りました。
　今後とも，新たな消費者基本計画や改訂した学習指導要領などを踏まえ，学校教育及び社会教育を
通じて，消費者教育を推進していきます。

7 環境教育・環境学習の推進
（1） 環境教育の意義
　現在，温暖化や自然破壊など地球環境の悪化が深刻化し，環境問題への対応が人類の生存と繁栄に
とって緊急かつ重要な課題となっています。豊かな自然環境を守り，私たちの子孫に引き継いでいく
ためには，エネルギーの効率的な利用など環境への負荷が少なく持続可能な社会を構築することが大
切です。そのためには，国民が様々な機会を通じて環境問題について学習し，自主的・積極的に環境
保全活動に取り組んでいくことが重要であり，特に，21 世紀を担う子どもたちへの環境教育は極めて
重要な意義を有しています。
　平成 18 年 12 月に改正した「教育基本法」では，教育の目標として，「生命を尊び，自然を大切にし，
環境の保全に寄与する態度を養うこと」（第２条第４号）が新たに規定されています。文部科学省では，
国民がその発達段階に応じて，あらゆる機会に環境の保全についての理解と関心を深めることができ
るよう，学校教育や社会教育において環境教育の推進のために必要な施策に取り組んでいます。
　平成 20 年７月 29 日に閣議決定された｢低炭素社会づくり行動計画」には，生涯を通してあらゆるレ
ベル，あらゆる場面の教育において低炭素社会や持続可能な社会について教え，学ぶ仕組みを取り入
れていくことの必要性が盛り込まれており，文部科学省では同計画を考慮した環境教育を推進してい
きます。

（2） 環境教育・環境学習推進のための施策
　「教育基本法」の改正などを受けて，平成 20 年３月に小・中学校，21 年３月に高等学校の学習指導
要領を改訂し，社会科や理科，技術・家庭科など関連の深い教科を中心に環境教育に関する内容の充
実を図りました。例えば，小学校の社会科では｢節水や節電などの資源の有効な利用｣（３・４学年），
中学校の理科では，｢自然環境の保全と科学技術の利用の在り方について科学的に考察｣（第１分野，
第２分野），また，高等学校の家庭科では，｢環境負荷の少ない生活，持続可能な社会を目指したライ
フスタイルを工夫し，主体的に行動する｣（家庭基礎）と記述されています。
　また，文部科学省では，環境教育を一層推進するための施策を実施しています。まず，新しい環境
教育の在り方に関する調査研究，米国の提唱による「環境のための地球規模の学習や観測（GLOBE）計
画」に参加する協力校の指定，環境教育の実践発表大会（全国環境学習フェア）の開催，さらには教員
などを対象に，環境教育に関する各地域の研修などにおける指導者を養成する研修を実施しています。
　さらに，「豊かな体験活動推進事業」を実施し，児童生徒の豊かな人間性や社会性をはぐくむため，
体験活動の推進に総合的に取り組んでいます。特に，平成 20 年度からは全国の小学校において，農
山漁村における宿泊体験活動を推進するため，農林水産省・総務省と連携して「子ども農山漁村交流
プロジェクト」を実施するなど，他校のモデルとなる自然体験活動などの様々な体験活動を行ってい
ます（参照：第２部第２章第１節2（2））。
　また，環境省と連携・協力し，環境保全活動に取り組む地域の方々や教員を対象に，基本的知識の
習得と体験学習を重視した環境教育の基礎講座を開催しています。
　学校施設においても，環境への負荷の低減を図るとともに，施設を教材として環境教育に活用して
太陽光発電や断熱化の仕組み・効果を学習するなど，学校を地域への環境・エネルギー教育の発信拠
点とするため，農林水産省，経済産業省，環境省と連携して，エコスクール（環境を考慮した学校施設）
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の整備を推進しています（参照：第２部第 10 章第２節3（1））。
　社会教育においては，公民館などの社会教育施設を中心として，地域における社会教育関係団体な
どが連携し，環境保全などの地域の課題を解決していくための取組を支援し，地域の教育力の向上を
図っています。
　また，次代を担う自立した青少年の育成を図るため，自然体験活動の指導者育成など必要な支援に
取り組むとともに，青少年の課題に対応した体験活動を推進しています。さらに，国立青少年教育振
興機構において，国立青少年教育施設の立地条件や特色を活

い

かした自然体験活動などの機会と場の提
供，民間団体が実施する体験活動などに対する「子どもゆめ基金」による助成などを通して，青少年に
対する環境教育を推進しています（参照：本章第２節3）。

8 読書活動の推進
（1） 読書活動の意義
　読書は，我々の人生をより豊かなものにするだけでなく，特に子どもにとっては，言葉を学び，感
性を磨き，表現力を高め，創造力を豊かなものにし，人生をより深く生きる力を身につけていく上で
欠くことができないものです。
　このため文部科学省では，子どもの読書活動を推進するとともに，学校図書館の充実や生涯学習の
拠点である公立図書館の機能の向上に取り組んでいます。

（2） 政府全体の取組
　子どもの読書活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，平成 13 年 12 月に「子
どもの読書活動の推進に関する法律」が公布・施行され，国，地方公共団体の責務などを明らかにす
るとともに，４月 23 日を「子ども読書の日」とすることなどを定めています。また，この法律に基づき，
14 年８月に「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」が策定され，20 年３月には，「子どもの
読書活動の推進に関する基本的な計画（第２次）」が閣議決定されました。本計画は，今後おおむね５
年間にわたる施策の基本的方針と具体的な方策を明らかにしたものです。
　また，平成 17 年７月には「文字・活字文化振興法」が成立し，国民の間に広く文字・活字文化につ
いての関心と理解を深めるようにするため，毎年読書週間（10 月 27 日～ 11 月９日（文化の日を中心に
した２週間））の初日である 10 月 27 日が「文字・活字文化の日」として制定されました。さらに，20 年
６月には，「文字・活字文化振興法」の制定から５年目の 22 年（西暦 2010 年）を「国民読書年」とするこ
とが国会で決議されるとともに，新しい時代における図書館制度の一層の整備・充実を図るため図書
館法が改正されました。

（3） 読書活動推進のための施策
　文部科学省では，国民の間に広く子どもの読書活動についての関心と理解を深めるため，各種施策
を実施しています。
①地域における読書活動の推進
　「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（第２次）」では，国は，本計画期間中に 50％以
上の市町村において「子ども読書活動推進計画」（市町村計画）が策定されるよう，都道府県や市町
村の相談に応じることなどにより取組を促していくこととされており，文部科学省の調べでは，平
成21年度末時点で，全都道府県と753市町村（全市町村の約43%）において「市町村計画」が策定され，
引き続き，地域の実情を踏まえつつ，市町村計画の策定が求められています。
　また，文部科学省では，法律に基づき，「子ども読書の日」を記念して“子どもの読書活動推進フ
ォーラム”を開催し，文部科学大臣表彰などを行うとともに，子どもの読書に関する情報をホーム
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ページなどにより提供しています。
　さらに，住民にとって「地域の知の拠点」としての図書館
が，だれもが利用しやすく，身近なところで読書ができる
施設となるための環境を整備しています。さらに，読書活
動をはじめとする図書館の機能やサービスを充実するため，
協力者会議において，図書館の設置や運営上の望ましい基
準の改正についての検討を行っています（参照：本章第３節
3（3））。
　なお，平成 22 年は「国民読書年」でもあり，読書活動推進のための行事・取組のさらなる進展の
ため，「国民読書年」に関する取組の実施について周知に努めています。

②学校における読書活動の推進
（ⅰ） 学校における読書活動の推進
　「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（第２次）」では，学校における学習活動を通じた
読書習慣の確立とともに，学校図書館が，児童生徒の自由な読書活動や読書指導の場としての「読
書センター」の機能と，教育課程の展開に寄与する「学習情報センター」の機能を果たし，学校教育
の中核的な役割を担うことが掲げられています。
　また，平成 17 年７月の「文字・活字文化振興法」には，学校の教育課程全体を通じて，読む力や
書く力などを涵養することを定めています。
　さらに，平成 19 年６月の学校教育法改正により，義務教育の目標として新たに「読書に親しませ，
生活に必要な国語を正しく理解し，使用する基本的な能力を養うこと」が規定されました。また，
先般改訂された新学習指導要領では，「児童（生徒）の言語活動を充実すること」が新たに盛り込まれ
るとともに，引き続き「学校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り」，児童生徒の「主体的，
意欲的な学習活動や読書活動を充実すること」が明記されています。
　文部科学省の調べでは，平成 20 年５月現在，朝の読書活動を実施している公立学校の割合は，
小学校で 89.9％（19 年 87.2％），中学校で 81.9％（19 年 77.5％），高等学校で 29.8％（18 年 30.8％）
となっています。また，ボランティアなどの協力を得ている学校や公共図書館との連携を実施して
いる学校も増加しており，各学校において積極的な取組がなされています。
（ⅱ） 学校図書館の充実
　子どもの豊かな読書経験の機会を充実させていくためには，子どもの知的活動を推進し，多様な
興味・関心にこたえる魅力的な図書資料を整備・充実させていくことが重要です。また，各教科な
どにおいて多様な教育活動を展開していくために，学校図書館を充実させていくことが求められて
います。
　公立義務教育諸学校における学校図書館の図書については，学校の規模に応じて整備するべき蔵
書数の目標を定めた「学校図書館図書標準」（平成５年３月）があります。「学校図書館図書標準」の
達成に向けた図書整備の経費として，19年度から23年度までの「新学校図書館図書整備５か年計画」
により，５年間で毎年約 200 億円，総額約 1,000 億円の地方財政措置が講じられることとされてい
ます。
　文部科学省の調べでは，「学校図書館図書標準」を達成している学校の割合は，平成 19 年度末に
おいて，小学校で 45.2％，中学校で 39.4％であり，学校図書館図書の整備は必ずしも十分に進んで
いるとはいえない状況であり，各教育委員会や学校において「学校図書館図書標準」の達成に向けた
蔵書の計画的な整備が引き続き求められます。
　なお，文部科学省では，平成 21 年度において，児童生徒の自発的・主体的な学習活動の促進，
読書習慣の確立，教員のサポート機能の強化などを図るため，「学校図書館の活性化推進総合事業」

国民読書年ホームページ
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を実施し，学校図書館の有効な活用方法などについて調査研究を行いました。事業の成果は各都道
府県に情報提供し，学校図書館の一層の充実に努めていきます。
（ⅲ）司書教諭の計画的養成・配置の促進
　学校図書館資料の選択・収集・提供や子どもの読書活動に対する指導を行うなど，司書教諭は，
学校図書館を活用した教育活動や読書活動の中心的な役割を担います。司書教諭は，「学校図書館法」
上，平成 15 年４月以降 12 学級以上の学校には必ず置かなければならないこととされています。司
書教諭が各学校でその役割を十分に果たしていくためには，校長のリーダーシップの下，司書教諭
が中心となって教員，学校図書館担当事務職員，ボランティアなどと連携・協力し，それぞれの立
場から学校図書館の機能の充実を図っていくことが必要です。
　文部科学省では，引き続き司書教諭の養成のための講習会を実施し，有資格者の養成に努めると
ともに，司書教諭の配置が促進されるよう周知を図っていきます。

第 5 節  国立教育政策研究所における研究・事業活動
　平成 21 年６月に創立 60 周年を迎えた国立教育政策研究所は，我が国の教育政策に関する総合的な
国立の研究機関として，教育政策の企画・立案のための基礎的な事項について調査研究を推進してい
ます。さらに，教育関係者などへの教育研究情報の発信，学校現場と連携した調査研究，社会教育分
野での実践的な研究，教育分野における国際的な共同研究・協力の推進など，幅広い活動を展開して
います。
　近年，教育分野において，教育課題に関する実態などの分析が一層重要になっており，本研究所に
おいても，教育政策の企画・立案に資するデータを提供できるような研究の推進を図っています。

1 国立教育政策研究所における研究・事業活動の内容
　本研究所は，調査研究活動から得た成果を教育政策の企画・
立案に有意義な知見として集約・提示することを主要な役割と
しています。このため，中長期的視点からみた教育をめぐる国
内外の状況や，緊急に解決が求められる政策課題の社会的背景・
現状などについて，所内外の研究者が参画するプロジェクトチ
ームを組織するなどして調査研究を推進しています。
　また，「OECD生徒の学習到達度調査（PISA）」や，国際教育到
達度評価学会（IEA）が進めている「国際数学・理科教育動向調査
（TIMSS）」など，国際的な共同研究に我が国を代表して参画しています。平成 21 年６月～７月には
PISAの第４回調査が実施され，その結果は 22 年 12 月に公表が予定されています。
　さらに，児童生徒の学力の実態などを把握するための「全国学力・学習状況調査」（参照：第２部第
２章第１節）や「教育課程実施状況調査」などを実施するとともに，教員向け指導資料の作成・配布な
どを通じて，国内の教育関係機関・団体などに対する情報提供や援助・助言を行っています。

2 研究活動等の成果の公表など
　本研究所の研究・事業活動に関する報告書などについては，研究所のホームページ（参照：http://
www.nier.go.jp/）や，研究所内にある教育図書館での一般公開などを通じ，広く閲覧できるようにし
ています。また，平成 21 年 12 月の教育改革国際シンポジウム「“質の高い学校”をもとめて」などのシ
ンポジウムの開催や，研究成果に基づく援助・助言などを通じて，成果の普及を図っています。

平成 21年度教育改革国際シンポジウム
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